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Ⅵ-1 説明書 

Ⅵ-1-1 各発電用原子炉施設に共通の説明書 

Ⅵ-1-1-5 設備別記載事項の設定根拠に関する説明書 

Ⅵ-1-1-5-6 設備別記載事項の設定根拠に関する説明書（放射線管理施設） 

 

Ⅵ-6 図面 

7.2 換気設備 

 7.2.2 中央制御室空気供給系 

・第7-2-2-1-1図 換気設備に係る機器の配置を明示した図面（中央制御室空気供給系） 

・第7-2-2-2-1図 換気設備に係る主配管の配置を明示した図面（中央制御室空気供給系）

（その１） 

・第7-2-2-2-2図 換気設備に係る主配管の配置を明示した図面（中央制御室空気供給系）

（その２） 

・第7-2-2-2-3図 換気設備に係る主配管の配置を明示した図面（中央制御室空気供給系）

（その３） 

・第7-2-2-2-4図 換気設備に係る主配管の配置を明示した図面（中央制御室空気供給系）

（その４） 

・第7-2-2-2-5図 換気設備に係る主配管の配置を明示した図面（中央制御室空気供給系）

（その５） 

・第7-2-2-2-6図 換気設備に係る主配管の配置を明示した図面（中央制御室空気供給系）

（その６） 

・第7-2-2-3-1図 換気設備系統図（中央制御室空気供給系）（重大事故等対処設備） 

・第7-2-2-4-1図 中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）構造図 
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3.2 中央制御室空気供給系 

名 称 中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ） 

容 量 ℓ/個 50.0以上（50.0） 

最 高 使 用 圧 力 MPa 19.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 

個数

― 15（予備 35） 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

重大事故等時に放射線管理施設の換気設備のうち中央制御室待避室設備として使用する中央

制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）は，以下の機能を有する。 

中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）は，炉心の著しい損傷後の格納容器フィルタベ

ント系を作動させる場合に放出される放射性雲通過時において，放射性物質が中央制御室待避

室に流入することを防ぎ，中央制御室待避室にとどまる運転員の被ばくを低減するために設置

する。 

系統構成は，炉心の著しい損傷後の格納容器フィルタベント系を作動させる場合に放出され

る放射性雲通過時において，中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）から中央制御室待避

室内へ空気を送気し正圧化することにより，放射性物質が中央制御室待避室に流入することを

一定時間完全に防ぎ，中央制御室遮蔽等の機能とあいまって中央制御室にとどまる運転員の実

効線量が事故後 7日間で 100mSvを超えない設計とする。 

1. 容量の設定根拠

重大事故等時に使用する中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）は，高圧ガス保安法の

適合品である一般汎用型の空気ボンベを使用することから，当該空気ボンベの容量はメーカで

定めた容量である 50ℓ/個以上とする。 

公称値については要求される容量と同じ 50ℓ/個とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）を重大事故等時において使用する場合の圧力は，

高圧ガス保安法の適合品であるボンベにて実績を有する充填圧力である 19.6MPaとする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）を重大事故等時において使用する場合の温度は，

重大事故等時の環境条件（40℃）及び高圧ガス保安法に基づき 40℃とする。 
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【設 定 根 拠】（続き） 

4. 個数の設定根拠

中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）の必要個数は，中央制御室待避室に待避した運

転員の窒息を防止するため，及び給気ライン以外からの中央制御室待避室内への外気の流入を

放射性雲通過までの 10時間の間遮断するために必要な個数である 15 個とする。根拠について

は以下のとおり。 

4.1 必要換気量 

① 二酸化炭素濃度基準に基づく必要換気量

・収容人数：n＝5名

・許容二酸化炭素濃度：C＝1.0％（鉱山保安法施行規則）

・大気二酸化炭素濃度：C0＝0.03％（空気調和・衛生工学便覧）

・呼吸による二酸化炭素発生量：M＝0.022m3/h/人（空気調和・衛生工学便覧の極軽作業の

作業程度の吐出し量） 

・必要換気量：Q1＝100・M・n／(C－C0)m3/h（空気調和・衛生工学便覧の二酸化炭素濃度基

準の必要換気量） 

Q1＝100×0.022×5÷(1.0－0.03) 

＝11.35 

≒11.4m3/h 

② 酸素濃度基準に基づく必要換気量

・収容人数：n＝5名

・吸気酸素濃度：a＝20.95％（空気調和・衛星工学便覧）

・許容酸素濃度：b＝19％（鉱山保安法施行規則）

・成人の呼吸量：c＝0.48m3/h/人（空気調和・衛生工学便覧の静座時の呼吸量）

・乾燥空気換算酸素濃度：d＝16.4％（空気調和・衛生工学便覧）

・必要換気量：Q2＝c・(a－d)・n／(a－b)m3/h（空気調和・衛生工学便覧の酸素濃度基準

の必要換気量） 

Q2＝0.48×(20.95－16.4)×5÷(20.95－19.0) 

≒5.6m3/h 

以上より，空気ボンベ正圧化時に，窒息を防止するために必要な換気量は二酸化炭素濃度

基準の 11.4m3/h以上とする。 
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【設 定 根 拠】（続き） 

4.2 必要ボンベ個数 

中央制御室待避室を 10時間正圧化する必要最低限のボンベ個数は二酸化炭素濃度基準換

気量の 11.4m3/h及びボンベ供給可能空気量 8.0m3/個から下記のとおり 15個となる。 

・ボンベ初期充填圧力：19.6MPa

・ボンベ内容積：50ℓ

・ボンベ供給可能空気量：8m3/個

必要ボンベ個数＝11.4m3/h×10時間÷8m3/個

＝14.3 

≒15個 

また，故障時及び保守点検時による待機除外時のバックアップ用として予備 35個を保管

する。 
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名 称 

空気ボンベ連結管接続口 

～ 

弁 CV2F7-1A，B 

最 高 使 用 圧 力 MPa 19.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 27.2 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

本主配管は，空気ボンベ連結管接続口から弁 CV2F7-1A，Bを接続する配管であり，重大事故等

対処設備として，中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）の空気を中央制御室待避室へ供給

するために設置する。 

本主配管の最高使用圧力の設定根拠をＰ１，最高使用温度の設定根拠をＴ１，外径の設定根

拠をＤ１として以下に示す。 

中央制御室空気供給系主配管の設計仕様を表 2.2－1中央制御室空気供給系主配管の設計仕様

表に示す。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

Ｐ１：19.6MPa

重大事故等対処設備として使用する本主配管の最高使用圧力Ｐ１は，重大事故等時の中央制

御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）の使用圧力に合わせ，19.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

Ｔ１：40℃

重大事故等対処設備として使用する本主配管の最高使用温度Ｔ１は，重大事故等時の中央制

御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）の使用温度に合わせ，40℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，中央制御室待避室の居住性確保のた

め，中央制御室待避室の必要換気量である 11.4m3/h を中央制御室待避室正圧化装置（空気ボン

ベ）容量，圧力損失・施工性等を考慮した上で供給可能な配管である，27.2mmとする。 

項目 外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

(m2) 

流量 

(m3/h) 

流速 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 根拠 

Ｄ１ 27.2 3.9 20 0.00030 ＊

注記＊：標準流速を超えるが，空気・ガス（圧縮）の許最高流速（音速）を下回るため問題な

い。 
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名 称 

弁 CV2F7-1A，B 

～ 

中央制御室待避室内開放 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 27.2 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

本主配管は，弁 CV2F7-1A，Bから中央制御室待避室を接続する配管であり，重大事故等対処設

備として，中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）の空気を中央制御室待避室へ供給するた

めに設置する。 

本主配管の最高使用圧力の設定根拠をＰ２，最高使用温度の設定根拠をＴ１，外径の設定根拠

をＤ２として以下に示す。 

中央制御室空気供給系主配管の設計仕様を表 2.2－1中央制御室空気供給系主配管の設計仕様

表に示す。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

Ｐ２：0.6MPa

重大事故等対処設備として使用する本主配管の最高使用圧力Ｐ２は，経路内の圧力損失を考

慮し，0.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

Ｔ１：40℃

重大事故等対処設備として使用する本主配管の最高使用温度Ｔ１は，重大事故等時の中央制

御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）の使用温度に合わせ，40℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，中央制御室待避室の居住性確保のた

め，中央制御室待避室の必要換気量である 11.4m3/h を中央制御室待避室正圧化装置（空気ボン

ベ）容量，圧力損失・施工性等を考慮した上で供給可能な配管である，27.2mmとする。 

項目 外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

(m2) 

流量 

(m3/h) 

流速 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 根拠 

Ｄ２ 27.2 2.9 20 0.00036 
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表 2.2－1 中央制御室空気供給系主配管の設計仕様表 

名 称 

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

外径 

(mm) 

設定値 根拠 設定値 根拠 設定値 根拠 

中
央
制
御
室
空
気
供
給
系

空気ボンベ連結管接続口 

～ 

弁 CV2F7-1A，B 

19.6＊ Ｐ１ 40＊ Ｔ１ 

27.2 ― 

27.2 Ｄ１ 

27.2

/27.2

/27.2 

― 

27.2 ― 

27.2 

/27.2 

/－ 

― 

27.2 ― 

弁CV2F7-1A，B 

～ 

中央制御室待避室内開放 

0.6＊ Ｐ２ 40＊ Ｔ１ 

27.2 Ｄ２ 

27.2

/27.2

/－ 

― 

27.2 ― 

27.2

/27.2

/27.2 

― 

注記＊：重大事故等時における使用時の値 



47 

S2
 補

 Ⅵ
-1
-
1-
5-
6 
R0
 

名 称 空気供給装置連結管 

最 高 使 用 圧 力 MPa 19.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 6.35 

個 数 

個数

― 15（予備 30） 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

本主配管は，中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）と空気ボンベ連結管接続口を接続

する配管であり，重大事故等対処設備として中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）の空

気を中央制御室待避室へ供給するために設置する。 

本主配管の最高使用圧力の設定根拠をＰ１，最高使用温度の設定根拠をＴ１，外径の設定根

拠をＤ１として以下に示す。 

中央制御室空気供給系主配管の設計仕様を表 2.2－2 中央制御室空気供給系主配管の設計仕

様表に示す。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

Ｐ１：19.6MPa

重大事故等対処設備として使用する本主配管の最高使用圧力Ｐ１は，重大事故等時の中央制

御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）の使用圧力に合わせ，19.6MPaとする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

Ｔ１：40℃

重大事故等対処設備として使用する本主配管の最高使用温度Ｔ１は，重大事故等時の中央制

御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）の使用温度に合わせ，40℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，中央制御室待避室正圧化装置（空気

ボンベ）容量，圧力損失・施工性等を考慮した上で供給可能な配管である，6.35mmとする。 

項目 外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

(m2) 

流量 

(m3/h) 

流速 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 根拠 

Ｄ１ 6.35 1.0 ― 0.00001 ＊

注記＊：標準流速を超えるが，空気・ガス（圧縮）の許容最高流速（音速）を下回るため問題

ない。 
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【設 定 根 拠】（続き） 

4. 個数の設定根拠

本配管の個数は，空気ボンベ連結管接続口１個に１つずつ接続するため，空気ボンベ連結管

接続口個数に合わせ，予備を含めた合計 45台（15台，予備 30台）とする。 
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表 2.2－2 中央制御室空気供給系主配管の設計仕様表 

名   称 

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

外径 

(mm) 

設定値 根拠 設定値 根拠 設定値 根拠 

中
央
制
御
室
空
気
供
給
系 

空気供給装置連結管 

19.6＊ Ｐ1 40＊ Ｔ1 6.35 Ｄ１ 

注記＊：重大事故等時における使用時の値  
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第 7-2-2-2-1～6図 換気設備に係る主配管の配置を明示した図面（中央制御室空気供給系） 別紙 1 

工事計画抜粋 

変 更 前 変 更 後 

NO.＊4 
名 称 

最 高 使 用 

圧 力 

(MPa) 

最 高 使 用 

温 度 

(℃) 

外 径 

(mm) 

厚 さ 

(mm) 

材 料 名 称 

最 高 使 用 

圧 力 

(MPa) 

最 高 使 用 

温 度 

(℃) 

外  径＊1 

(mm) 

厚 さ 

(mm) 

材 料 

― 

中
央
制
御
室
空
気
供
給
系 

空気ボンベ連結管接続口 

～ 

弁CV2F7-1A，B 

19.6＊2 40＊2 

27.2 (3.9＊1) SUS304 1 

27.2 3.9＊1 SUS304TP 2 

27.2 

/27.2 

/27.2 

3.9＊1 

/3.9＊1 

/3.9＊1 

SUS304TP 3 

27.2＊3 3.9＊1，＊3 SUS304TP＊3 4 

27.2 

/27.2 

/－ 

3.9＊1 

/3.9＊1 

/－ 

SUS304TP 5 

27.2 3.9＊1 SUS304 6 

弁CV2F7-1A，B 

～ 

中央制御室待避室内開放 

0.6＊2 40＊2 

27.2 2.9＊1 SUS304TP 7 

27.2 

/27.2 

/－ 

2.9＊1 

/2.9＊1 

/－ 

SUS304TP 8 

27.2＊3 2.9＊1，＊3 SUS304TP＊3 9 

27.2 

/27.2 

/27.2 

2.9＊1 

/2.9＊1 

/2.9＊1 

SUS304TP 10 

注記＊1：公称値を示す。 

＊2：重大事故等時における使用時の値 

＊3：エルボを示す。 

＊4：換気設備に係る主配管の配置を明示した図面（中央制御室空気供給系）に記載の四角内番号を示す。 
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第 7-2-2-2-1～6図 換気設備に係る主配管の配置を明示した図面（中央制御室空気供給系） 別紙 2 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

［中央制御室空気供給系の主配管］ 

管ＮＯ.1＊ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 27.2 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

厚さ 3.9 同上 

管ＮＯ.1＊ - 管継手 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 27.2 
＋1.6mm 

－0.8mm 
ＪＩＳ Ｂ ２３１２による材料公差 

厚さ 3.9
＋規定しない 

－12.5％ 
同上 

管ＮＯ.2＊ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 27.2 ±0.5mm ＪＩＳ Ｇ ３４５９による材料公差 

厚さ 3.9
－0.5mm 

【プラス側公差】 

製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

【マイナス側公差】 

ＪＩＳ Ｇ ３４５９による材料公差 

管ＮＯ.2＊ - 管継手 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 27.2 
＋1.6mm 

－0.8mm 
ＪＩＳ Ｂ ２３１２による材料公差 

厚さ 3.9
＋規定しない 

－12.5％ 
同上 

S2
 補

 7
-2
-2
-2
-1
～
6 
R0
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工事計画記載の公称値の許容範囲（続き） 

［中央制御室空気供給系の主配管（続き）］ 

管ＮＯ.3＊ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 27.2 ±0.5mm ＪＩＳ Ｇ ３４５９による材料公差 

厚さ 2.9
－0.5mm 

【プラス側公差】 

製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

【マイナス側公差】 

ＪＩＳ Ｇ ３４５９による材料公差 

管ＮＯ.3＊ - 管継手 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 27.2 
＋1.6mm 

－0.8mm 
ＪＩＳ Ｂ ２３１２による材料公差 

厚さ 2.9
＋規定しない 

－12.5％ 
同上 

注：主要寸法は，工事計画記載の公称値 

注記＊：管の基本板厚計算書のＮＯ.を示す。 

S2
 補

 7
-2
-2
-
2-
1～

6 
R0
E 
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第 7-2-2-4-1-図 中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）構造図 別紙 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

［空気ボンベ］ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 232 
±1％ 

（±2.32mm） 
高圧ガス保安法（容器保安規則） 

高さ 1460 mm 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

胴部厚さ 5.6 
＋規定しない 

－0㎜ 
高圧ガス保安法（容器保安規則） 

底部厚さ 11.2 
＋規定しない 

－0㎜ 
ＪＩＳ Ｂ ８２４１ 準拠 

注：主要寸法は，工事計画記載の公称値 




